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令７年度 学校評価報告書（実施結果） 
 

 
視点 

４年間の目標 
１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価（年間） 学校関係者評価 総合評価（ 月 日実施） 
（令和６年度策定） 具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 （２月 25日実施） 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

〇各教科等の目
標をふまえ、一
人ひとりの教育
的ニーズに応じ
た、学習指導を
行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇カリキュラム
マネジメントの
視点をふまえ、
教 育 課 程 の 評
価・改善に取組
む。 

①自分専用端末の
効果的な活用方法
やコミュニケーシ
ョン支援の場面等
を教員間で共有
し、主体的・対話
的で深い学びの実
現に向けた授業改
善を推進する。 
 
 
 
 
 
 
②児童・生徒が
「何のために学ぶ
のか」各教科等を
学ぶ意義や校外学
習等の目的を整理
し系統的、発展的
な指導に当たる。 

①-ア 個別教育計画に基
づき自分専用端末を活用
し、授業における活用に
ついて「知る・使ってみ
る・活用する」と段階的
に進める。 
①-イ 一人一授業の公開
を継続し、児童・生徒が
自ら手がかりに気づき主
体的に学ぶ方法を共有す
る。 
 
 
 
 
②令和 10 年度の肢体不自
由教育部門開設を見据え
たビジョンを共有し、各
学部において各教科等の
目標や内容、時間配分、
校外学習等の目的を整理
し、教職員間で共有す
る。 

①-ア 本人・保護
者とともに自分専
用端末を活用した
支援の手立てや方
法を考えることが
できたか。 
①-イ 校内研究の
取組が、教職員の
ICT 活用指導力の向
上を図り、児童・
生 徒 が 主 体 的 に
「考え・わかり・
できる」学びを引
き出す授業につな
がったか。 
②児童・生徒の実
態に基づいて教育
の目標や内容を整
理し学部内や各学
部間で共有すると
ともに、保護者等
の理解を得る説明
を行えたか。 

①-ア 11 月に電子黒板
が配備され、クローム
ブックなどの端末と接
続しながら、段階的に
活用を進めた。 
 
①-イ 端末を活用し
コミュニケーションツ
ールとして意欲的に学
ぶ場面が増えている。 
一人一授業公開 17  
件 

 
 
 
②各授業と学部が育て
たい力のつながりを授
業計画に明示し、取組
を進めた。 
各教科等の位置づけや
授業時数を整理し、保
護者へ伝えた。保護者
の意見を踏まえ、新し
い教育課程を令和 8 年
度から実施する。 

①-ア個別教育計画作
成の際、資質・能力を
育む端末の効果的な活
用を保護者とともに検
討する。 
 
①-イ視覚支援、通信
手段、検索手段の活用
とともに、コミュニケ
ーションツールとして
の ICT 活用方法を教員
間で共有する。 
 
 
 
②新しい教育課程の実
施結果を保護者に説明
する。 
知的障害教育と肢体不
自由教育の連携を目指
し、各学部が育てたい
力を共有しながら、教
育課程のつながりを検
証していく。 
 

「考え・わかり・で
きた」と思える授業
か、保護者アンケー
トの肯定的な評価が
減少した背景を検証
し、一人一授業の取
組やアナログと組み
合わせた ICT 活用実
践などを周知してい
くとよい。 
●保護者アンケート
肯定的な評価 77％ 
（前年度 88％）児
童・生徒が『わかっ
た』『できた』と実
感できる授業の経験
を積み重ねている。 
●ICT 機器(パソコ
ン・タブレットな
ど）を活用した、わ
かりやすい授業か。 
肯定的な評価 39％ 
（前年度 35％） 
「わからない」42％  
（前年度 45％） 

・教職員の ICT 活用指導
力向上を図った。端末活
用を目的化せず、アナロ
グと組み合わせ資質・能
力を育む方法として学び
の充実を図る。 
・一人一授業の継続的な
取組を評価し、児童・生
徒に「何をさせるか」か
ら、「環境や人をどのよ
うに認識しているか」を
指導の基点に据え、つま
ずきではなく適応的な側
面に目を向ける。 
・教育の質の向上を図る
ため授業時数の適切な配
当及び知的・肢体、地域
の学校との共通性の見え
る化を図った。教育課程
の実施結果を保護者等に
説明する。 
 

・資質・能力を育む端末
活用の具体を児童・生徒
の変容から検証できるよ
う、実態把握から適切な
支援へとつなげる校内研
究を推進する。 
・課題のできた・できな
いではなく、保護者とと
もに児童・生徒の育ちを
理解する過程を大切にし
て実践の工夫や創造を生
み出す。授業参観の抑え
を明確にし、いつでも参
観可能な体制をつくる。 
・「何のために学ぶの
か」「12 年間のどの授
業や場面で何を学び身に
つけるのか」を児童・生
徒にとってわかりやすく
整理する。教育課程の改
善が教育の質の向上につ
ながったことを保護者に
説明する。 

２ 
児童・生徒 
指導・支援 

〇一人ひとりの
ニーズに応じた
指導・支援の充
実を図る。 
 
 
 
 
 
 
〇教育活動を通
して、人権の視
点に立った学校
づ く り に 取 組
む。 

①登校や集団への
参加が難しい児
童・生徒、医療的
ケアが必要な児
童・生徒などの教
育的ニーズを踏ま
え、適切な支援や
関係機関との連携
につなげる。 
 
②チームによる客
観的なデータの収
集やアセスメント
の共有により、児
童・生徒の人権を
尊重し成長につな
げるために必要な
素養を育む。 

①個別教育計画作成に係
るチームによる話し合い
のプロセスを大切にし、
アセスメントから具体的
で客観的な目標や支援の
方法等を検討する。 
 
 
 
 
②小中高等部を設置する
強みや自立活動教諭等と
の連携を生かし、授業研
究の協議やケース会議な
どで中堅教員等がファシ
リテーションを行うな
ど、自由度のある話し合
いを進める。 

①学習上、生活上
の支援の工夫や、
興味・関心を引き
出す教材研究、関
係機関との連携な
ど、チームによる
話し合いの中で具
体的で客観的な支
援につなげること
ができたか。 
○2 教員同士が認め
合い、支え合い、
互いの得意をのば
す中で、児童・生
徒の人権を尊重し
成長につなげるた
めの話し合いを充
実させることがで
きたか。 

①太田ステージなどの
アセスメントを基に個
別の教育計画を作成
し、生活年齢を考慮し
ながら発達年齢に応じ
た支援を、チームで実
践した。 
職員研修実施【人権、
アセスメント、不祥事
防止】 
②研究授業や研究協議
会の方法を見直し、授
業者自身が授業改善の
テーマを立案した。研
究協議会では、中堅教
員がファシリテーター
となり、活発な協議と
なった。 

① ①アセスメントを活用
した小さな集団での打
合せの充実を図る。 
指導や支援の方針につ
いて、学年・学部での
共有を図る。 
 
 
 
 
②授業改善の方策を学
部研究や授業づくりに
活かせるようにする。 

 

支援や学びの充実を
考える際、友だち同
士の関わりを大切に
してほしいという保
護者の意見は、社会
的な関わりへつなが
る大事な視点であ
る。クールダウンの
環境を整えることな
ど、保護者と連携し
ていけるとよい。 
●保護者アンケート 
児童・生徒 の人権 
を尊重した指導・支
援か。（～さん呼称 
など） 
肯定的な評価 95％ 
（前年度 86％） 

・不登校児童・生徒の状
況を定期的に共有した。
担任等を支える校内支援
体制を構築しチームで対
応に当たる。教材・教具
等のわかりやすいアプロ
ーチからアセスメントを
活用し児童・生徒への働
きかけの整理と関わりの
糸口を見つける。 
・各教員がテーマを持ち
研究協議の充実を図っ
た。児童・生徒一人ひと
りの育ちを理解するため
の客観性のあるアセスメ
ントと授業づくりの接続
を図る。 

・教育課程改善で生み出
された時間を使い、個々
の児童・生徒にとっての
集団の意味付けをアセス
メントするなど、チーム
による打合せの充実を図
る。関係機関との連携に
より学びの保障につなげ
た事例を共有する。 
 
・客観的なデータやアセ
スメント結果を共有す
る。実態把握と見立ての
プロセスが実践の基盤と
なり、人権を尊重するこ
とにつながることの共通
認識を図る。 

３ 進路指導・支援 

〇一人ひとりの
ニーズや適性に
応 じ 、 自 己 選
択・自己決定の
ための継続した
指導・支援に取
組む。 
 
 
 
 
 
 
〇一人ひとりの
自立と社会参加
に向けた、主体
的な取組を支援
する。 

①就労選択支援の
サービス開始（Ｒ
７年 10 月）を見
据え、進路先・見
学先の充実を図
る。 
 
 
 
 
 
 
 
②通学支援に当た
っては授業との関
連を図り、学びを
地域での生活に生
かそうとする児
童・生徒の姿につ
なげる。 

①学習会等で保護者や事
業所の方の声を拾い上
げ、本人・保護者の進路
先見学が充実するよう関
係機関に働きかける。 
 
 
 
 
 
 
 
 
②高等部卒業後の自立に
向けて、各学部が交通ル
ールや公共交通機関の利
用等に関する系統的な指
導に当たり、校外学習や
通学の場面において身に
つけた力の活用を図る。 

①関係機関との連
携 を 図 り 、 進 路
先・見学先の充実
を図るなど、自己
選択・決定のため
の支援を充実させ
たか。 
 
 
 
 
 
 
②個別教育計画に
基づいて通学に関
する必要な指導と
支援を検討し、保
護者や移動支援等
に 携 わ る 地 域 の
方々と情報を共有

①卒業後の社会生活に
向けて、情報提供や実
習のコーディネートを
進めた。具体的には、
進路ハンドブックの配
付、保護者見学会（4
回）職員見学会（3
回）進路学習会を実施
した。また、就労選択
支援サービス開始に伴
い、情報収集及び運用
マニュアルの作成に当
たった。 
②通学支援の基本的な
考え方を整理して保護
者に伝えた。自立を目
指す保護者の思いや、
地域資源活用の難しさ
を確認し、適切な支援
の方法を検討した。 

①実習のコーディネ
ートや保護者向けの
進路学習会等に取り
組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②通学路や近隣駐車場 
からの安全を確保する
ために、見守り等の充
実を図る。 
通学支援にあたっては
児童・生徒の卒業後を
見据え、授業や校外学

進路に関する研修会
等は、よくやってい
る。進路学習会など
に参加できない保護
者への取組を今後工
夫していくとよい。
依存先がたくさんあ
ることが「自立」で
あり、進路相談につ
いて、本人と保護者
の困り感に寄り添
い、関係機関を頼っ
てほしい。 
●保護者アンケート 
進路見学や面談、進
路説明会などが充実 
しているか。 
肯定的な評価 88％ 
（前年度 85％） 

・進路情報の提供や進路
先マッチングの充実を図
った。進路担当だけでは
なく、組織的に進路学習
会等を企画・運営する。
情報を提供して終わりで
はなく、保護者に情報が
届き、活用されているか
を把握する。 
 
 
 
・高等部通学支援の基本
的な考え方を整理した。
学びの保障の観点から必
要な通学支援を検討す
る。児童・生徒増に伴う
スクールバス増車とルー

・個別に見学ができる事
業所の紹介や、ホームペ
ージ等への情報提供など
を企画・運営し、進路見
学会や説明会等に参加が
難しい保護者への情報発
信の充実を図る。 
 
 
 
 
 
・通学路整備や見守りボ
ランティア配置など、障
害の状態等に応じた適切
な支援の充実を図り、授
業や校外学習との関連を
図る。地域の実情や肢体



 
視点 

４年間の目標 
１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価（年間） 学校関係者評価 総合評価（ 月 日実施） 
（令和６年度策定） 具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 （２月 25日実施） 成果と課題 改善方策等 

しながら通学支援
の取組を実施でき
たか。 

習との関連を図る。 トを検討する。 不自由教育部門設置を見
据えたスクールバスルー
トの検討を行う。 

４ 地域等との協働 

〇学校と地域の
双方で連携・協
働するための組
織的・継続的な
仕組みを構築す
る。 
 
 
 
 
 
 
〇地域における
特別支援教育の
センター的機能
の 取 組 を 推 進
し、共生社会の
実現に向け取組
む。 

①地域の方々とと
もに児童・生徒を
育てている、とい
う思いを持てる交
流及び共同学習を
実践する。 
 
 
 
 
 
 
②全教職員が、セ
ンター的機能につ
いての共通認識を
持つ。 

①児童・生徒が役に立
ち、必要とされたときの
喜びや自信につながる姿
を地域の方々と共有し、
持続性のある教育活動を
展開する。 
 
 
 
 
 
 
②-ア センター的機能に
おける特別支援学校の役
割や教育相談の内容を全
教職員で共有する。 
②-イ 巡回相談や研修会
等で、地域の学校の校内
支援体制の構築に協力す
る。また市教育委員会等
での連携を深め、教育の
ニーズを把握する。 

①児童・生徒を知
ってもらう活動や
協働する場面を整
理し、地域の方々
と一緒に活動を創
造する取組につな
げられたか。 
 
 
 
 
 
②-アセンター的機
能における特別支
援学校の役割や教
育相談の内容につ
いて共通理解を深
めることができた
か。 
②-イ 地域の学校
の校内体制の充実
へ協力できたか。
また、地域の学校
のニーズを知るこ
とができたか。 

①学校間交流（各学部 
室１回）居住地交流（小

37 回・中回数）を実施。
地域の作品展に参加。
地域の方々と話し合い
ながら、公民館主催の
行事では講師として協
力した。分教室では職
業実習を通じて地域貢
献活動を行った。 
 
 
○2 センター的機能につ
いて、地域の小中学校
等への巡回相談を通じ
て、地域の特別支援教
育の専門性向上に取り
組んだ。 
巡回相談 27 回 
講師派遣 ６回 
研修会 1 回 
 

①学校間交流を教育
課程に位置付け、継
続的に実施する。居
住地交流について、
児童・生徒の実態に
応じて、交流から共
同学習へと発展させ
ていく。また、『学
校公開日』を設け、
地域に本校の学習活
動を発信する。 
 
②センター的機能をよ
り効果的に発揮すると
ともに、本校の役割を
積極的にアピールす
る。 
また、センター的機能
を担う人材の育成を進
める。 

地域の学校への移行
支援の充実を図る取
組など評価できる。
交流は居住地の児
童・生徒を忘れない
という大事な取組で
ある。 
センター的機能を発
揮し、地域の学校の
助けになっているこ
とがわかる。 
●地域の方々との学
びあいが充実してい
るか。（居住地交流 
や学校間交流、近隣
施設、商店の利用 
など） 
肯定的な評価 63％ 
（前年度項目なし） 

・交流及び共同学習や
地域との協働による授
業づくりを行った。地
域の小・中学校等の教
職員と共に授業をつく
る取組や、地域の人や
物とのかかわりを通し
て人間関係の形成やコ
ミュニケーション力を
身につける活動の充実
を図る。 
 
・地域の学校等の校内
支援体制の充実に資す
る取組を行った。市教
育委員会と連携して教
育相談や移行支援等の
充実を図る。 

・市教育委員会と連携し
て地域の小・中学校等で
学ぶことができる授業や
教材等を発信するなど、
インクルーシブな学校を
目指す取組の充実を図
る。児童・生徒が身につ
けた力を選び、活用でき
る近隣施設の開拓を促進
する。 
 
・市教育委員会と校内支
援体制の現状と課題を話
し合う。児童・生徒を見
立てる視点の共通認識
や、巡回相談の事前の情
報共有など、地域での学
びに必要な支援の方法や
手立ての充実を図る。 

５ 
学校管理 
学校運営 

〇 地 域 と 連 携
し、安全・安心
な学校づくりに
取組む。 
 
 
 
 
 
 
〇子どもと向き
合う時間確保の
ために、組織的
な学校運営と校
務の効率化を図
る。 

①災害時に児童・
生徒のいのちを守
る、実践的な対応
策を構築する。 
 
 
 
 
 
 
②さまざまな働き
方に配慮した業務
改善を進め、教職
員の心身の健康の
保持増進を図る。 
 

①発災から児童・生徒を
保護者に引き渡すまでの
一連の流れを想定した実
践的な訓練を行う中で、
保護者や地域の方の意見
を聞く。 
 
 
 
 
②₋ア 授業時数や時間割
を見直し、教育の質の向
上を図るために授業打合
せや教材準備等の時間を
確保する。 
 
 
②-イ 会議や事務業務の
効率化及びサーバー内や
文書整理の方法の簡素化
を図る。 

①防災教育等の現
状と課題を保護者
や地域の方と共有
し、地域防災に関
する意見を反映し
ながら実践的な対
応策につなげるこ
とができたか。 
 
 
②₋ア 教育課程改
善で生み出された
時間の活用方法に
ついて、課題を整
理して今後の展望
を提示できたか。 
 
②-イ 効率化簡素
化により、児童・
生徒と向き合う時
間や話し合う時間
が増えたか。 

①藤沢市危機管理課の
職員参観のもと、避難
訓練を実施した。藤沢
市総合防災訓練に参加
し共助による地域防災
の取組を学んだ。 
 
 
 
 
②-ア 教育課程改善
に係る全校保護者説明
会を実施し、授業時数
の見直しについて理解
を得た。全教職員から
意見を募り、業務改善
の取組を進めた。 
②-イ サーバー内の
フォルダ体系を再整備
し検索性の改善、運用
やすい環境にした。 

①初動における指示の
出し方や、引き渡しの
記録等、訓練を通して
見えた課題をマニュア
ルに反映させる。 
被災時に連携を要する
藤沢市、地域自治会と
の連携を進める。 
 
 
②-ア 教育課程の改
善によって生み出され
た時間を有効に活用す
る。 
 
 
 
②-イ運用しやすい環
境を維持していくため
に、フローチャートに
則り、フォルダの作
成、削除を行う。 

防災関係はアンケー
トの評価が高い。本
校は二次福祉避難施
設としての役割があ
る。児童・生徒がい
る時間帯の想定や、
保護者連絡の「すぐ
ーる」活用などを検
討するとよい。令和
10 年度を見据え、肢
体不自由教育部門の
児童・生徒の避難想
定も行う必要があ
る。 
●保護者アンケート 
災害時を想定した避
難訓練等をとおし
て、安全で安心して
過ごせる環境を整え
ている。 
肯定的な評価 78％ 
（前年度 83％） 
日直業務の廃止や業
務時間外の電話の音
声案内など、業務改
善の取組が進んでい
る。 
●教員を取り巻く環
境の整備が適切に行 
われている。（欠席
連絡システム、業務
時間外 の電話メッ
セージなど） 
肯定的な評価 77％ 
（前年度 82％） 

・保護者も避難訓を見学

し、さまざまな状況を想

定した防災訓練等を実施

した。現有する物品や保

管場所、活用方法などを

確認したうえで、緊急時

の連絡や引取り方法の確

認等とあわせて、季節や

時間帯をよりリアルに想

定した訓練を実施する。 

 

・授業時数の削減や日直

廃止、電話の音声案内、

フォルダ体系の整備、休

憩室のエアコン設置など

の業務や環境面の改善に

当たった。教育課程改善

により生み出された時間

で児童・生徒と向き合う

時間の確保や教材研究の

充実を図る。さまざまな

働き方に配慮して教材研

究時間の確保や打合せの

充実を図ることで、教職

員やチームが持っている

力を引き出す。 

・緊急時のマニュアル等

に、物品の保管場所や所

管、活用方法等を明記し

て周知を図る。藤沢市防

災対策課等と連携し福祉

避難所の想定を行う。非

常用電源の確保や防寒・

熱中症対策、津波の対応

などあらゆる場面を想定

した訓練に当たる。 

 

・さまざまな働き方に配

慮した業務改善と常勤職

員の負担軽減を図る。 

授業打合せの充実によ

り、必要最低限の教職員

で児童・生徒主体の授業

をつくり、教材研究時間

の確保につなげる。 

授業実践チームが主体と

なって行動し成長できる

よう、必要な人、物など

の環境を整える。 

肢体不自由教育部門設置

に向けて、知的障害教育

部門棟の必要な改修を行

い教育環境を整備する。 

 
 


